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1．研究の背景と目的 

コンクリートの施工には多量の水を用いるが，施工

条件によっては水が得られにくいケースがあり，その

対策としてコンクリートの練混ぜ水に海水を使用する

ことが考えられる．練混ぜ水に海水を用いたコンクリ

ートの物性については，過去にも多くの報告がなされ

ているが，長期の暴露後に物性を評価した例は少ない．

本研究は，海洋干満帯に 27 年間暴露した練混ぜ水に水

道水または海水を用いたコンクリートの電気抵抗率，

圧縮強度および中性化深さについて報告する． 

2．実験概要 

2.1 供試体 

 供試体の種類およびコンクリートの配合を表-1 に示

す．セメントは普通ポルトランドセメント(N)，高炉セ

メント A 種(BA)，B 種(BB)，C 種(BC)およびフライア

ッシュセメント B 種(FB)を用いた．練混ぜ水は上水道

水(T)および自然海水(S)を用いた．細骨材は川砂(表乾密

度 2.64g/cm
3，吸水率 1.82%)を用い，粗骨材は川砂利(表

乾密度 2.76g/cm
3，吸水率 1.10%)を用いた．最大粗骨材

寸法は 20mm である．また，混和剤として，AE 減水剤

および AE 剤を用いた．水セメント比(W/C)は 0.45，0.55

の 2 水準である． 

 供試体形状は φ150×300mmの円柱である． 

2.2 暴露環境 

鹿児島県にある港湾空港技術研究所所有の暴露施設

の干満帯に L.W.L+1.3m の位置に 1985 年から暴露を開

始した．供試体同士は密着しており，表面に生物が多

量に付着していた．また，供試体上部が蓋(PC はり)で

覆われているため乾燥しにくく，高湿潤状態にあるコ

ンクリートである． 

2.3 測定項目 

(1)四電極法による電気抵抗率 

φ150×300mm の円柱供試体端部から φ150×100mm の

円柱供試体を切り出し，そこから φ45×90mm のコアを 3

本採取し，四電極法による断面修復材の体積抵抗率測

定方法（案）（JSCE-K 562-2008）により脱気処理前後の

電気抵抗率を測定した． 

(2)圧縮強度 

圧縮強度の測定は，脱気処理後の電気抵抗率を測定

した供試体を用いて，JIS A 1108 に準拠して実施した． 

(3)中性化深さ 

中性化深さの測定は，φ150×100mmの円柱供試体から，

表面から約 4cm の試験体を切り出し，表面から中心方

向に割裂し，JIS A 1152 に準拠して試験体表面からの中

性化深さを測定した． 

 

表-1 供試体の種類およびコンクリートの配合 

 

3．実験結果および考察 

3.1 電気抵抗率 

図-1，2 に φ45×90mmの供試体に実施した脱気処理前

後の電気抵抗率の測定結果を示す．これより既往の研

究 1)と同様に電気抵抗率は含水率の影響を受けること

がわかる．また図-2 より，電気抵抗率が小さい N，BA-S，

FB は脱気処理前後の変化量が小さいのに対し，電気抵

抗率が高い BA-T，BB，BC では，電気抵抗率が大きく

なるほど変化量が大きくなることが確認される．これ

は脱気処理前の含水状態の影響を受けていると考えら

れ，N，BA-S，FB は暴露環境の干満作用により飽水に

近い状態が維持されていたと考えられ，BA-T，BB，BC

は環境からの水分供給が表層部に留まり，内部は長期

にわたって継続する水和反応により含水率が低下して

いたと考えられる．また，練混ぜ水によらず混和材に

より電気抵抗率は大きくなり，高炉セメントではスラ

グ置換率に応じて電気抵抗率が大きくなり，空隙構造

は緻密化すると推察された． 

図-3 に脱気処理 14 日後の電気抵抗率を練混ぜ水で比

較した結果を示す．配合によらず，概ね海水を使用し

た供試体の電気抵抗率の方が小さい値となった．一般

に，空隙構造が同等である場合，コンクリート中イオ
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   図-1 脱気処理前後の電気抵抗率の測定結果 

 

 
 図-2 脱気処理前後の電気抵抗率の比較 

 

 
図-3 電気抵抗率に及ぼす練混ぜ水の影響 

 

ン濃度が高くなるほど電気抵抗率は低下する 2)．この電

気抵抗率のイオン濃度依存性が電気抵抗率の違いを生

じさせた理由の一つであると考えられる．また，水道

水練りと海水練りの電気抵抗率の差は，電気抵抗率が

小さい N，FB は小さい傾向を示した．これは暴露環境

の影響により外来塩分が多量に浸透し，供試体内部の

イオン濃度がほぼ同等になり，結果として海水練りに

よる初期のイオン濃度の影響が小さくなったためと考

えられる．一方，電気抵抗率が高い BA，BC は，水道

水練りと海水練りの電気抵抗率の差が大きい傾向を示

した．これは塩分浸透抵抗性に優れる高炉セメント 3)

では，外来塩分の浸透量が少ないため，練混ぜ水の違

いによる初期内在塩分量の影響が顕著に表れた結果で

あると考えられる．なお，スラグ置換率が大きくなる

にしたがって，練混ぜ水の違いによる電気抵抗率の差

が大きくなる傾向が見られる．スラグ置換率が大きく

なるにしたがって，スラグの塩分浸透抵抗性の効果が 

図-4 圧縮強度測定結果 

図-5 平均中性化深さ測定結果 

 

大きくなり，練混ぜ水が電気抵抗率に及ぼす影響も大

きくなったと考えられる． 

3.2 圧縮強度 

図-4 に圧縮強度の測定結果を示す．練混ぜ水による

顕著な変化は認められなかった．そのため，既往の研

究 4)と同様に，コンクリートの練混ぜ水に海水を使用し

ても，少なくとも材齢 27 年までは長期強度に悪影響を

及ぼすことはないと考えられる． 

3.3 中性化深さ 

図-5 に中性化深さの測定結果を示す．湿潤環境であ

る干満帯に暴露されていたこともあり，中性化深さは

最大でも 2.2mm と中性化の影響はごく表層に限られて

おり，練混ぜ水の影響は不明確であった． 

4. 結論 

27 年間の干満帯での暴露試験の結果，圧縮強度およ

び中性化深さには練混ぜ水として海水を使用したこと

による明確な影響は確認されず，水道水を用いて製造

されたコンクリートと同等の品質が確保されている．

一方，電気抵抗率は海水で練り混ぜたコンクリートの

方が小さくなり，その傾向は高炉スラグ微粉末の置換

率が大きくなるほど顕著になった．この理由としては，

コンクリートの電気抵抗率のイオン濃度依存性に起因

するものと推察された． 
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